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③ 国民電子私書箱（仮称）構想 

「デジタル新時代に向けた新たな戦略～三か年緊急プラン～」（平成21

年４月９日 ＩＴ戦略本部）においては、国民本位の新しい電子政府・自

治体の推進のため、国民電子私書箱（仮称）構想が示されたところである。

この国民電子私書箱（仮称）は、「希望する個人又は企業に提供される高

度なセキュリティ機能を持った電子空間上のアカウントであり、従来の

「電子私書箱（仮称）構想」及び「社会保障カード（仮称）構想」を発展

させ、社会保障分野のみならず、広い分野でのワンストップの行政サービ

スを提供するためのもの」であり、また、「社会保障カード（仮称）の実

証実験の成果も活用しつつ整備」することが想定されている。 

 

■ ワンクリックで手続完了
添付書類が不要

■ コスト削減効果（官民合計）
・ 引越約1,000億円
・ 退職約1,200億円

国民本位の新しい電子政府・自治体の推進国民本位の新しい電子政府・自治体の推進 （国民電子私書箱構想）（国民電子私書箱構想）

希望すれば、国民（及び企業）の一人ひとりに対し、電子空間上でも安心して年金記録等の個人
の情報を入手し、管理できる専用の口座（国民電子私書箱）を提供し、幅広い分野で便利なワン
ストップの行政サービスが受けられる、世界で最も先進的な「あなただけの電子政府」を実現
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【引越】
・最大26手続、7機関訪問
・添付書類13種類

【退職】
・最大10手続、6機関訪問
・添付書類15種類

■ 従業員のデータを一括送信

■ 確定申告のワンストップ化による
コスト削減効果は約1,700億円
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図８－４：国民本位の新しい電子政府・自治体の推進（国民電子私書箱構想） 16 

 

 

 

 

 

 

                                                  
16 「デジタル新時代に向けた新たな戦略～三か年緊急プラン～」（平成 21 年４月９日 ＩＴ

戦略本部決定）より抜粋。 




